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個人投資家の皆様へ

大和ハウスグループの取り組み
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本日のテーマ

⚫ 会社概要

⚫ 第７次中期経営計画（2022年度～2026年度）

⚫ 重点テーマへの取り組み状況

⚫ 資本政策・株主還元ほか



会社概要

商号 大和ハウス工業株式会社

証券コード 1925 東証プライム市場

創業日 1955年4月5日

所在地 大阪市北区梅田三丁目3番5号

資本金 1,618億円

グループ会社数 488社

株価 4,575円

時価総額 3.01兆円

配当利回り 3.06％

単元株数 100株

株主優待 あり

PER（株価収益率） 11.4倍

PBR（株価純資産倍率） 1.22倍

株式情報 （2024年3月21日現在）
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*2023年3月31日時点。

*

*
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大和ハウスグループの歩み 創業からの売上高推移

大和ハウス工業は1955年、「建築の工業化」を理念に創業し、住宅の需要増大とともに、プレハブ住宅メーカーとして

成長。「世の中の役に立つからやる」という創業者の言葉を起点に、柔軟な発想で商品やサービス・仕組みを生み出し、

国内の住宅着工戸数が減少する環境下においても、持続的な成長を実現してきました。

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

1.0

2.0

3.0

5.0

（兆円）

100

50

150

200

（万戸）

連結売上高（1985年までは単体の数値）

うち海外事業売上高（2007年以降）

国内新設住宅着工戸数

1959 ミゼットハウス
３時間で建つ勉強部屋として
出生率上昇による住宅不足の解消に貢献

1962 羽曳野ネオポリス
民間初の大規模団地販売
日本初 住宅ローンの仕組み考案

2003 Dプロジェクト
大型物流施設の自社開発に着手。
用地提案から設計・施工・運営
まで一貫したサポート

1976 LOCシステムの展開
流通店舗事業を開始
ロードサイドでの
土地活用ビジネスを展開

➢2018
売上高4兆円突破

➢1995
売上高1兆円突破

➢2012
売上高2兆円突破

➢2015
売上高3兆円突破

2007 中国でマンション開発着手
分譲マンション「イワ・シャンゼリゼ」着工
以降、各事業で海外展開を本格開始

1955
創業商品 パイプハウス

4.0

*2023.11月
公表計画値

2023年度

5兆円



2055“将来の夢”
目指す社会

生きる歓びを

分かち合える世界

2055“将来の夢”
目指す社会

生きる歓びを

分かち合える世界

再生と循環を前提とした
価値の創造

デジタルによる
リアルの革新

多様な自分らしい
生き方の実現

“将来の夢”を実現するために
重点的に取り組む３つのアクション
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創業100周年の2055年に向けた私たちの“将来の夢”（パーパス）

生きる歓びを分かち合える世界の実現に向けて、
再生と循環の社会インフラと生活文化を創造する。



事業の推進

基盤の強化

マテリアリティ

ガバナンスの強化

6次中計 8次中計7次中計
持続的成長モデルの構築

ネットゼロへの挑戦と
企業収益の両立

個と組織の成長による
人的資本の価値向上

人財戦略

カーボンニュートラル戦略
（エンドレスグリーンプログラム 2026）

2026年度KPI 事業の推進（財務情報）
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ロードマップ —Road to 2055

創業者精神を原点に、常に時代の先の先を見据え、“将来の夢”を描くことで、持続的な成長を実現。
中長期での重要課題（マテリアリティ）を意識しながら、第７次中期経営計画に取り組み、
“将来の夢”の実現を目指していきます。

生
き
る
歓
び
を
分
か
ち
合
え
る
世
界

2055
“将来の夢”

2026年度KPI 基盤の強化（非財務情報）

売上高 5兆5,000億円

営業利益 5,000億円

親会社株主に帰属する
当期純利益 3,400億円

ROE 13％以上

配当性向 35％以上

かつ、配当金額の下限130円

D/Eレシオ 0.6倍程度

※退職給付数理差異等除く

(原点)
創業者精神

「世の中の役に
立つからやる」

「事業を通じて
人を育てる」

2022

“創業時の夢”
建築の工業化

1955 2026 2030

「“将来の夢”が
人や企業を
成長させる」

グローバリゼーション

地域社会の再生

サーキュラーエコノミー
＆カーボンニュートラル

デジタル変革

DE&I

ガバナンス

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
戦
略

人
財
戦
略

まちづくりCO２ゼロ

スコープ3 カテゴリ11

全棟ZEH・ZEB化、全棟太陽光発電搭載の

推進により、GHG排出量 54％削減

事業活動CO2ぜロ

スコープ1・2

省エネ・再エネ・電化の推進により、

GHG排出量 55％削減

サプライチェーンCO2ぜロ

スコープ3 カテゴリ1

主要サプライヤーによるSBT水準の

GHG削減目標設定率 90％以上

働きがい

仕事への誇り

成長実感

すべてにおいて

70％

多様な人材の確保

●女性管理職比率

●新卒採用女性比率

●男性の育児休業取得率

8％

30％

80％

※1

※1

※2

※1 2015年度比 ※2 2027年4月1日時点の目標



事業セグメント 売上高・営業利益構成比（2023年3月期）

6© Daiwa House Group All rights reserved.

売上高

4兆9,081億円

営業利益

4,653億円

※売上高は、外部顧客に対する売上高を表示しています。

※合計値には調整額が含まれていますが、グラフ上では表示していないため、各セグメント構成比の合計値は100％にはならない場合があります。

戸建住宅
18％

賃貸住宅
23％

マンション
10％

商業施設
22％

事業施設
22％

環境エネルギー
3％

戸建住宅
10％

賃貸住宅
24％

マンション
9％

商業施設
29％

事業施設
21％

環境エネルギー
1％

その他
1％

その他
1％
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第７次中期経営計画 業績目標

再生と循環の社会インフラと生活文化の創造に向けて、

長期にわたって事業価値と社会価値を共に最大化し続けていける

持続的成長モデルを構築する５年間
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第７次中期経営計画の経営方針と重点テーマ
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３つの経営方針を掲げ、８つの重点テーマに取り組む

持続的成長モデルの構築

1.収益モデルの進化 3.経営基盤の強化2.経営効率の向上

地域・お客さま視点で
循環型バリューチェーンを拡充

ポートフォリオの最適化による
利益成長と資本効率向上の両立

人的資本の価値向上

ガバナンスのさらなる強化

地域密着型の
海外事業による成長の加速

すべての建物の脱炭素化による
カーボンニュートラルの実現

コスト競争力の強化と安定供給体制の構築

【グループ集中購買】 【生産体制の増強】

デジタルトランスフォーメーション

【サプライチェーン進化】 【技術基盤の強化】【顧客体験価値の向上】



第7次中期経営計画 事業セグメント別 売上高目標
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※2：24/3月期は、23年11月に公表した修正計画。27/3月期は7次中計最終年度の計画です。

海外 (億円）

環境エネルギー

戸建住宅 賃貸住宅 マンション

商業施設 事業施設

4,301 4,441 

7,300 
8,763 9,000 

12,500 

23/3月期 24/3月期 27/3月期

国内

761 
727 900 

11,302 
12,650 13,000 

23/3月期 24/3月期 27/3月期

638 540 600 

11,831 12,200 12,500 

23/3月期 24/3月期 27/3月期

975 436 1,500 

4,843 
4,300 4,000 

23/3月期 24/3月期 27/3月期

15 34 
250 

10,921 11,600 12,500 

23/3月期 24/3月期 27/3月期

0 0 20 

1,886 1,400 1,700 

23/3月期 24/3月期 27/3月期

※1：セグメント間の内部取引を含んでいます。



国内・海外比率（売上高）
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82%

18%

2023年3月期

4兆9,081億円

86%

14%

海外

国内

中計最終年度(2027年3月期)目標

5兆5,000億円

海外

国内

1兆円
6,739億円

4,301

638

975

15

761

戸建住宅

賃貸住宅

マンション

商業施設

事業施設

7,300

600

1,500

250

900

戸建住宅

賃貸住宅

マンション

商業施設

事業施設

11



第7次中期経営計画 事業セグメント別 営業利益目標
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海外 (億円）

環境エネルギー

戸建住宅 賃貸住宅 マンション

商業施設 事業施設

国内

-24 

0 

90 

996 

1,260 

1,600 

23/3月期 24/3月期 27/3月期

-10 -2 

50 1,329 1,430 

1,600 

23/3月期 24/3月期 27/3月期

0 0 2 
62 80 

100 

23/3月期 24/3月期 27/3月期

189 53 180 

408 
270 250 

23/3月期 24/3月期 27/3月期

27 
-28 100 

1,097 
1,170 1,200 

23/3月期 24/3月期 27/3月期

368 
290 

750 
465 

340 

1,000 

23/3月期 24/3月期 27/3月期

※2：24/3月期は、23年11月に公表した修正計画。27/3月期は7次中計最終年度の計画です。

※1：セグメント間の内部取引を含んでいます。
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地域・お客さま視点で
循環型バリューチェーンを拡充

人的資本の価値向上

地域密着型の
海外事業による成長の加速

すべての建物の脱炭素化による
カーボンニュートラルの実現
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海外事業への取組み

日本で培ったノウハウを活かした高品質な商品・サービスを世界にお届けする

世界各地で事業を通じて、その地域の経済発展に貢献する

25の国と地域



（億円）業績目標（売上高）

661 747 400 

415 248 500 

209 213 500 

1,112 
545 

1,300 

4,341 
4,470 

7,300 

529 

280 

1,000 

2023/3期 2024/3期 2027/3期

（修正計画）

米国

中国

ASEAN
オーストラリア

その他

6,739

10,000

（計画※）

海外事業 －事業内容とエリア別業績目標
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※2027/3期のその他エリアについては、欧州のみの計画です

実需層の多い米国・中国エリアで、良質な住まいを安定的に提供

ASEANでは、日系企業の進出・グローバルでのサプライチェーン構築に貢献

6,220

売上高

営業利益

◆ 「エリア×事業」 ポートフォリオ

: 新規展開(注力)領域 : 展開中領域



海外事業 －米国エリア 戸建住宅事業
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973 

1,480 

1,804 

3,449 

4,476 

6,010 

6,087 

10,000 

2017

2018

2019

2020

2021

2022

2023

2026

◼ 供給戸数の推移（単位：戸）

2018 Frontdoor Communities より事業譲受

カリフォルニア

アリゾナ

コロラド

テキサス

テネシー

フロリダ

ジョージア

サウス
カロライナ

ノース
カロライナ

バージニア

ウェスト
バージニア

メリーランド

東部・南部・西部を結ぶ“スマイルゾーン”において、現地3社の経営基盤を強化し、事業拡大を図る

日本で培った技術・ノウハウの活用やシナジー創出にも注力する

■ Stanley Martin Holdings
■ Trumark Companies
■ CastleRock Communities

2024 The Jones Company of Tennessee
より事業譲受（2024.1）

ビルダー誌 引渡し戸数ランキング

全米18位相当

2020 Essex Homes より事業譲受

2021 Avex Homesより事業譲受

2023 JP Holdings（ワーセン社）より事業譲受

Stanley Martin Holdings がグループ入り

CastleRock Communities
がグループ入り

Trumark Companies がグループ入り
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海外事業 －米国エリア その他の事業

商業施設
Village Center（ビレッジセンター）

マルチテナント型物流施設賃貸住宅
ブロック98 プロジェクト

賃貸住宅・分譲マンション開発に加え、新たに商業施設の買取再販事業や、物流施設開発にも着手

■開発案件



豪州

海外事業 －その他のエリア
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物流施設開発

Dプロジェクトマレーシア

ベトナム・ロンドウック工業団地

工業団地開発

エレファント パーク プロジェクト（仮称）

メルボルン・クォーター・
ウェスト・プロジェクト

賃貸住宅開発

賃貸住宅事業

分譲マンション開発

ASEAN

欧州

中国

常州プロジェクトⅢ（玖越花苑） 蘇州プロジェクトⅡ（和風雅信花園）

分譲マンション開発

DHME施工現場
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地域・お客さま視点で循環型バリューチェーンを拡充

大和ハウスグループの幅広い事業領域で
「創る・育む・再生する」の循環型バリューチェーンを展開。

企画
開発

土地
情報

設計
施工

運営
管理

点検
修繕

買取再販
改修
再整備

循環型バリューチェーン

創る

育む

再生する



物流施設開発

開発累計実績 No.1

全国で物流施設開発を積極展開

常に現場の最前線から高度なソリューションを

導き出し、“選ばれる物流施設”を目指す
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開発会社別シェア

面積（千㎡） 棟数

シェア シェア

1 大和ハウス工業 10,530 22.2% 287 28.7%

2 P社 7,263 15.3% 110 11.0%

3 G社 3,849 8.1% 51 5.1%

4 E社 3,175 6.7% 31 3.1%

5 M社 3,076 6.5% 40 4.0%

出所：日本ロジフィールド総研

*2023年3月竣工分まで累計

創る

3.5

16.5
18.0 19.4 19.3

20.7
22.7

1.3%

5.8% 6.2%
6.8%

8.1%
8.8% 9.1%

-2.0%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

2005 2017 2018 2019 2020 2021 2022

物販系分野 サービス分野 デジタル分野 物販系分野のEC化率

⚫ 日本のEC市場とEC化率

5.08 
5.44 

5.92 
6.48 

7.05 

19.2% 19.3%
20.2%

21.2%
22.2%

2021 2022 2023 2024 2025

EC化率

⚫ 世界のBtoC-EC市場とEC化率（推計）

（兆円） （兆USドル）

出所：経済産業省「電子商取引に関する市場調査」

EC市場とEC化率 コロナを契機にEC化率は上昇も、諸外国と比較すると日本はまだ進展が遅れている状況
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グループ会社連携による運営・管理の強化育む

賃貸住宅管理戸数

約65万戸

入居率 97.8％

賃貸住宅管理 商業施設管理 ホテル運営管理

グループ管理施設数

約5,300施設

貸付可能面積

約680万㎡

稼働率 99.2％

施設数 76施設

平均客室単価

11,783円

稼働率 88.1％

※2023年3月末時点
※ダイワロイネットホテル
※2023年12月末時点※2023年3月末時点
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全国各地の再生事業 －リブネス事業の取組み

リブネス事業を通じて、住まい、社会インフラ、街づくりの再生を
全国各地で取り組んでいます

住まい

社会
インフラ

街づくり

● リフォーム
● 空き家管理
● 中古住宅の仲介
● 買取再販 等

● 商業施設の再生
（ショッピングセンター等）
● 公共施設再整備（市場等）
● 老朽化病院・施設の建替

●リブネスタウンプロジェクト

再生する

After

開放感のある
外構・キッチンに改修

Before

富山市公設地方卸売市場
再整備事業

イーアス春日井再生開発

「住まい」の整備 「店舗」の整備



リブネス事業の業績推移
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再生する

2,037 
2,480 

397

726

2020 2022

建築系

住宅系

2,434億円

(年度)

3,207億円

近年では大型のビル、商業施設などでの取り組みも増加し始めており、
住宅系・建築系で事業を拡大

仲介

3%

リフォーム

48%

買取再販

40%

その他

9%

＜ 取引業態別内訳 ＞

（2022年度）

■リブネス事業 売上高



リブネスタウンプロジェクト
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04

07
06

08

05
03

02 01

02 所沢ネオポリス
埼玉県所沢市

03 上郷ネオポリス
神奈川県横浜市

04 加賀松が丘団地
石川県加賀市

05 豊里ネオポリス
三重県津市

06 阪急北ネオポリス
兵庫県川西市

07 緑が丘ネオポリス
兵庫県三木市

08 阪南ネオポリス
大阪府河南町

01 取手北ネオポリス
茨城県つくばみらい市

再生する

地域住民と日々、コミュニケーションを図りながら、
全国８ヵ所で、生きる感動が育める街づくりを進めています。



すべての建物の脱炭素化によるカーボンニュートラルの実現

バリュー
チェーン
全体で

40％以上の
CO２削減

2030年度 原則ZEB・ZEH率100%

全事業を通じ、原則すべての
屋根に太陽光パネルを設置

すべての事業を通じて、お客さまと共にカーボンニュートラルを実現
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新築自社施設の原則

ZEB化・太陽光
原則自社発電由来の再エネで

23年度 再エネ100％

取り組みの柱 2030年

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

の
実
現

2050年

事業成長と社会貢献の両立

大和ハウスグループが、世界中で建物を建てるほど新たに再エネが生み出され、社会の脱炭素かを加速させていく



再エネ利用率、 ZEH・ZEB率

➢ 再エネ利用率は、2022年度にハウス単体（海外除く）で、購入電力の再エネ100%を達成。

2023年度にはグループ全体（海外含む）で、購入電力の再エネ100％を達成見込み。

➢ ZEH、ZEH-M、ZEBの普及が加速。顧客の意識向上とともに、電気代の先高感などが後押し
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100
-100%

-50%

100

41.5

53.9

18.2
30

8.5
1

0.3

ハウス単体（国内） グループ全体

再
エ
ネ
利
用
率

2019

実績

2020

実績

2021

実績

2022

実績

2023

見込み

購入電力

再エネ

100％

■再エネ利用率の目標と実績
◼ ZEH率

◼ ZEH-M率

◼ ZEB率

ZEH率 （DH戸建、棟数ベース）

ZEH-M率（DH集合、戸数ベース）※

ZEH-M率（DHマンション、戸数ベース）※

※階数に応じて国が推奨するZEH-M基準を満たす住棟の住戸数を基に算出

ZEB率（DH・リース・フジタ、請負・開発案件、面積ベース）

※いずれも着工基準で算出

53%

86%
95%

3%

14.2%
37.5%

43%

73.1%

100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

2021 2022 2023上期

38%

65.7% 66.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2021 2022 2023上期



再エネ発電所の開発・運営、施工実績の推移

➢ 23年度上期末時点で、自社G運営の再エネ発電所は、前期末比57MW増となる659MW

同発電所による発電量は、年間1,000GWh※1（一般家庭約22万世帯分に相当）に達する見込み
※1．当社Gの電力使用量の約2倍に相当

➢ 2011年度からの累積施工実績は、前期末比201MW増となる2,907MW
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602 659

1,550

2,5002,706 2,907

4,200

5,000

2022年度

実績

2023年度

上期実績

2026年度

目標

2030年度

目標

再エネ発電所の開発・運営（IPP） 再エネ発電所の施工累積（EPC）

(単位：MW)

2023年度

上期実績

（+201MW）

（+57MW）

2022年度に開発・稼働した
「DREAM Solar 横浜戸塚」
（神奈川県）
（物流施設：DPL 横浜戸塚）



バリューチェーン全体の温室効果ガス排出量の推移

2023年度は、事業活動において響灘発電所による排出量の増加があるものの、それを上回る建物使用

段階での排出量削減となり、バリューチェーン全体では計画を上回る35.6%の削減見込みで推移
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1,598

2030目標2015

（基準年）

（万t-CO2）

360

261

17

314

▲63％
（年平均▲4.2%）

▲70％
（年平均▲4.7%）

バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ン
全
体
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

2050
カーボン
ニュートラル

952

サプライ

チェーン
（スコープ3、カテ1）

販売した

建物の使用
（スコープ3、カテ11）

事業活動
（スコープ1+2）

その他
（スコープ3、その他）

スコープ3も含めた

カーボンニュートラル

の実現に挑戦

2023見込
（響灘含む）

73

262

470

225

1,029

15年度比

▲40%
（年平均▲2.7％）

15年度比

▲35.6%
（年平均▲4.5%）

▲51.4％
（年平均▲6.4%）

＋32.0％
（年平均+4.0%）

SBTによる目標水準

「1.5℃未満」水準：

年平均▲4.2%以上

「2℃を十分下回る」水準：

年平均▲2.5%以上

55

314

968

261

2022実績

37

331

587

267

1,223

15年度比

▲23.5%
（年平均▲3.4%）



■女性活躍推進

人的資本の価値向上

「多様な人財の受け入れと育成」「働きがいとウェルビーイング」を推進し、

従業員エンゲージメントを高め、企業価値向上の好循環を目指す

社会課題を見据えた主な取り組み事例

社会性が高く、多様な事業に対応できる「大和ハウスらしい」人財育成への取り組みを強化

■越境キャリア支援制度の導入
■シニア活躍の推進
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従業員の成長や自律的なキャリア形成、

自己実現を支援するため、2022年度より導入。

初年度の2022年度は49名が制度を活用

高齢化・人口減少社会の到来を見据え、2013年にいち早く65歳
定年を導入。高度な経験やスキルを持つ人財が長く活躍できるよう
制度を継続的に見直し、組織内の多様性を促進。

2023年4月～

再雇用制度の働き方の

選択肢を拡充

65歳

アクティブ・

エイジング制度
通常処遇

定年

70歳 上限年齢がなく

現役同等の

給与のコースを新設

（技術職対象）

2023年4月1日現在：155名

・男性中心と言われてきた施工管理職に女性を積極的に採用

<女性の管理職数＞

2016年度：86名→2022年度：237名

・意思決定の場の多様化

継続した管理職排出のためのパイプライン構築に向けて
管理職候補者育成研修等を実施し、管理職層・候補
者層の育成に注力。

■次世代育成一時金

子の出生一人につき100万円を支給。

2005年から開始。2021年には

支給実績が１万人（100億円）を突破。

(各年度の実績は4/1現在)



主な
KPI

FY22
実績

働き
がい

43％

仕事へ
の誇り

53％

成長
実感

52％

人的資本の価値向上

82%

18%
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従業員エンゲージメント

従業員

エンゲージメント

の向上

事業成長・

企業価値向上

働きがいを感じている割合
（内、「大変そう思う」「そう思う」は43％）

現在の会社/仕事/職場において、働きがいを
感じながら働くことができていますか？

※「大変そう思う」「そう思う」を併せた比率

FY26
目標

すべてに
おいて

70％

＜2022年度実績＞

“将来の夢”の実現に向け、7次中計では従業員が“将来の夢”に共感しながら

「働きがいを実感しているか」を重視。

「働きがい」に加え、「仕事への誇り」「成長実感」についても目標値を掲げて取り組む。
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本日のテーマ

⚫ 会社概要

⚫ 第７次中期経営計画（2022年度～2026年度）

⚫ 重点テーマへの取り組み状況

⚫ 資本政策・株主還元ほか



14.1%

11.0%
11.7%

14.3%

2019 2020 2021 2022

資本政策
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財務規律はD/Eレシオ0.6倍程度を目安とし、財務健全性を維持しながら、

資本コストを上回るROE13％以上の達成に向けて、資本効率を高めるための経営改革を実施

6次中計・7次中計
13％以上

ROE 目標値：13％以上

10,434 

12,748 
14,254 

18,494 

22,424 

0.54 

0.59 
0.61 

0.72 

0.82 

2019 2020 2021 2022 2023

12月末

有利子負債（億円）

D/Eレシオ（％）

D/Eレシオ 目安：0.6倍程度

※2019年度よりハイブリッドファイナンスの資本性考慮後の数値



株主還元
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利益創出 株主還元

投資活動

事業活動
営業

キャッシュフロー

・配当性向３５％以上

・配当金額下限１３０円

・機動的な自己株式取得の実施

●利益配分の考え方

安定的な配当の維持に努めており、2009年の17円から13期連続の増配を実現

10

10

17 20 25
35

50
60

80
92

107
114 115 116

126 130 140

51.5
42.5 43.6

30.6 31.0 33.8

51.2
30.2 30.1 31.9 32.7

39.0 36.6 35.6 35.0

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

（修正計画）

配当金・配当性向

1株当たり配当金（円）

配当性向（％）

※１株当たり配当金・・・2015年：創業60周年記念配当、 2021年：創業者 故石橋信夫生誕100周年記念配当

13期連続の増配

自己株式取得 2020.4～8月
1,000万株・260億円

自己株式取得
2023.6～2024.1月 191万株・71億円
2024.1月 1,718万株・799億円

自己株式取得 2018.11月
230万株・79億円

自己株式取得 2016.2月
80万株・26億円

※配当性向・・・2022年：数理差異の影響を除く



株主優待のご案内
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株主優待制度として、保有株式数に応じて

共通ご利用券（株主優待券）を贈呈しています。

当社関連施設ならびに社会貢献活動への寄付等に

ご使用いただけます。

保有株数 贈呈枚数

100株～ 1枚（1,000円）

300株～ 3枚（3,000円）

500株～ 5枚（5,000円）

1,000株～ 10枚(10,000円)

3,000株～ 30枚(30,000円)

5,000株～ 50枚(50,000円)

見

本

ダイワロイネットホテルズ スポーツクラブNAS(ナス)

社会貢献寄付制度

寄付先『吉野山の桜を保全する活動』株主優待専用グルメギフト



ご参考：2024年3月期第3四半期 実績
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20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

売上高

5兆200億円 (予)

営業利益

3,850億円 (予) 2,630億円 (予)

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

親会社株主に帰属する
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通期 第3四半期（単位：億円）



(当社IRサイトURL： )

大和ハウス工業 IR検索

株主・投資家さま向けIR情報

⚫ IR情報ウェブサイト

⚫ 統合報告書

さまざまなIR情報を掲載していますので、
ぜひご覧ください

⚫ 個人投資家さま向けIRページ

• 企業情報

• 業績・財務情報

• 株式に関する情報

• 大和ハウスグループの事業紹介 など

⚫ 各種資料・動画（決算説明資料・説明会動画など）

⚫ IR情報メール配信サービス

決算情報などIR関連の最新情報をメールでお届けします。
（当社IRサイトよりご登録できます）
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https://www.daiwahouse.co.jp/ir/

https://www.daiwahouse.co.jp/ir/ar/

https://www.daiwahouse.co.jp/ir/personal/

https://www.daiwahouse.co.jp/ir/
https://www.daiwahouse.co.jp/ir/ar/
https://www.daiwahouse.co.jp/ir/personal/


（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料は、発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な

要因に係る仮定を前提としており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。

今後、実際の業績は、金融市場の動向、経済の状況、競合の状況や地価の変動の他、

様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。

本資料は、単位未満四捨五入にて表示、％は単位未満を四捨五入、

百分比については、調整して表示しています。

業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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